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　昭和南海地震から数えて 70 年を経過した高知市で

は、南海トラフ地震対策が急務であり、自助・共助・

公助を挙げて、揺れや津波から「命を守る」対策、避

難所開設・運営や備蓄などの「守った命をつなぐ対策」、

そして、復旧・復興段階の「生活を立ち上げる対策」

の３つの柱を進めています。

２.１　高知市における共助の現状

　高知市では、770 を超す単位自主防災組織があり、

小学校区単位で広域自主防災組織を結成している（組

織率93％。平成29年７月現在）。彼らは言うまでもなく、

「共助の担い手」です。

　しかし、現状では、「地縁コミュニティの疲弊による

共助の担い手不足」や、「共助の担い手を鼓舞し、コー

チングする市町村担当職員不足」により、目に見える

地域防災力向上につながっておらず、一部の主体的な

リーダーの雲をつかむような懸命の努力が続いている

のが現状です。

　加えて、地域の目指すべき姿やそこに至る過程を可

視化し、多くの地域住民のものとして合意を得ていく

仕組みや、これを「地域合意の防災計画」として公助

に提示できる手法がありませんでした。

２.２　下知地区防災計画のチャレンジ

　こうした中、高知市では、南海トラフ地震の被害想

定（Ｌ２）が、震度７、津波浸水深３～５ｍで、長期

浸水が想定される下知地区において、「地区防災計画」

の狼煙が上がり、平成 27 年度に内閣府モデル事業に

エントリーしました。跡見学園女子大学の鍵屋先生に

師事し、年間４回の検討会を経て、「下知地区防災計

画は、『揺れや津波の個別計画を包括する総合防災計

画』であり、『魅力増進型の事前復興計画』である」

という大きな方向性を打ち出し検討を開始しました。

　次に平成 28 年度からは高知市がモデル事業を引き

継ぎ、計画の主体者である地域住民の「量の拡大」と

計画内容の「質の向上」に取り組んでいます。

　平成 29 年度には、「揺れ対策」「津波・長期浸水対策」

「避難所対策」の各個別計画に着手し、平成 30 年度に

高知市防災会議に提案する予定です。

　下知地区の「地区防災計画（「魅力増進型の事前復

興計画）」は、策定過程における様々なチャ

レンジを通じて、「主体的で多様な地域防災

の担い手」を増やしながら継続していくこと

になりますが、このために不可欠な存在があ

ります。この過程に真摯に寄り添い、共に汗

をかくことのできる市町村防災担当職員の存

在です。

　この存在（市町村防災担当職員）が育ち始

めた本市では、「地区防災計画制度」に依ら

ずとも、地区防災計画「マインド」を継承し

た取組が始動しています。津波から「命を守

るハード対策」に一定の目途が立ったことか

ら、「命をつなぐソフト対策」として、「地域

住民が主体となった避難所運営マニュアルづ

くり」に取り組み始めたのです（平成 31 年

度末までに 100 施設の避難所マニュアルの完
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３ 住民主体の計画作成の意義と課題

地域防災力向上の目指すべき姿は、「主体的で多様な地域防災の担い手たちの協働」だと思います。このきっかけ

を、「地域主体の防災計画策定の過程」の中に見出しました。高知市における地域住民主体の地区防災計画や避難

所運営マニュアルの取組を紹介しながら、これを全国の地域防災の実践者であるみなさんに提起します。

図１　「下知地区防災計画」を取り巻く相関図



成を目指しています）。

　この取組は、「公助がともに汗をかく共助の取組」

として目に見えやすく、これまで目に見えなかったが

極めて重要である「共助の主体性と多様性」及び「住

民と行政の真の協働」が可視化できる取組として、大

きな成果を上げています。

　避難所の多くは小学校ですが、地縁コミュニティも

小学校区を領域として形成している地区が多いことか

ら、この領域で「自主防災組織の連合化」を進め、大

規模災害時における地域の被災者支援拠点となる小学

校を中心とした防災コミュニティづくりを行っていま

す。

　このように地域住民による計画やマニュアル作成を

ファシリテートし、各行政施策に融合させて具現化し

ていくのが市町村防災担当職員の役割です。

　これにより、これまで見えなかった「共助の主体性

と多様性」及び「住民と行政の真の協働のあり方」が

可視化され、かつ、行政計画・行政施策にも位置づけ

られて、地域住民ととも具現化されていく過程が地域

防災そのものと言えます。

　地域防災を、「主体的で多様な担い手たちによる真

の協働により実現に導く最善の枠組み」が、地区防災

計画制度です。

　この枠組みの「魂」は地域住民そのものですが、こ

れを鼓舞・けん引し、支えるべき行政や学識者等が「地

域主体」の言葉に甘んじ、日和ることがあってはあり

ません。

　それぞれがそれぞれの立場で、ときにはそれぞれの

立場を超えて、「同じ地域の構成者」としての役割を

主体的に実践することができるか。「共助」を掲げ、

標榜する立場の覚悟と行動が試されているのです。

　防災を考えることは「地域の未来」を考えることで

す。災害にだけ強い地域はありません。平時から「防災」

を通じた顔の見える関係づくりが、「防災」のみならず、

「より良い地域社会」づくりにつながることを、今回

の寄稿で全国の同志と再確認しつつ、それぞれの地域

での防災活動の励みとなることを祈念いたします。
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図２　「下知地区防災計画 2016 年版の概要」




